
 

【新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金交付事業】 

 

和歌山県 新型コロナウイルス感染症を疑う患者 

受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事業 

 

第３回募集要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年２月 

和歌山県  

〔受付期間〕 

  令和５年 2月 20 日（月）～令和 5年 3月 10 日（金） 

    

〔申請先・申請方法〕 

  ①郵送：〒640-8585 和歌山市小松原通 1-1 

②データ：e0501002@pref.wakayama.lg.jp 

いずれも「医務課 地域医療班」あて提出 

 

  ＊上記①②の両方を行ってください。 

＊郵送の際は、簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

＊データは、要綱で様式を定めている資料のみ提出してください。その際、 

押印が必要な様式は PDF化し、その他の様式は PDF化せず元のファイ 

ル形式のまま送信してください。 

 

〔お問い合わせ先〕 

  和歌山県福祉保健部健康局医務課 地域医療班 

   TEL：073-441-2604（平日 9:00～17:45） 

   FAX：073-424-0425 

MAIL：e0501002@pref.wakayama.lg.jp 
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 Ⅰ 目的   

 

今後、５類移行も想定される中、発熱や咳等の症状を有している新型コロナウイルス感染

症が疑われる患者（以下「疑い患者」という。）を多くの医療機関で診療できるよう、救

急・周産期・小児医療の体制確保を行うことを目的に、医療機関に対し、疑い患者受入れの

ための院内感染防止等に要する費用を補助します。 

 

 Ⅱ 補助事業の内容   

 

１ 補助の対象者 

疑い患者を診療する医療機関として和歌山県に登録された救急医療・周産期医療・小児医

療のいずれかを担う医療機関 

 

 

 

 

  ＊感染症指定医療機関であっても上記のいずれかに該当する場合は申請可能です。 

  ＊第１回、第２回で補助を受けている医療機関も追加で申請可能です。 

 

２ 補助対象事業 

設備整備等事業 

疑い患者を診療する救急医療・周産期医療・小児医療のいずれかを担う医療機関の院内

感染を防止するために必要な設備整備等を支援する。 

 

＊対象となる医療機関は保険医療機関に限ります。 

＊支援金支給事業は令和２年度限りで終了しました。 

 

３ 補助対象経費 

設備整備等事業 

① 新設、増設に伴う初度設備を購入するために必要な需要品（消耗品）及び備品購入

費 

② 個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウン、グローブ、キャップ、フェイスシールド) 

③ 簡易陰圧装置 

④ 簡易ベッド 

⑤ 簡易診療室及び付帯する備品 

⑥ HEPA フィルター付き空気清浄機 

⑦ HEPA フィルター付きパーテーション 

⑧ 消毒経費 

救命救急センター、二次救急医療機関、総合周産期母子医療センター、地域

周産期母子医療センター、小児中核病院、小児地域医療センター、小児地域

支援病院 等 
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⑨ 救急医療を担う医療機関において、疑い患者の診療に要する備品 

⑩ 周産期医療又は小児医療を担う医療機関において、疑い患者に使用する保育器 

 

＊設備整備等事業の対象については、救急・周産期・小児医療において疑い患者を受け  

入れるために要するものに限ります。 

 

４ 補助事業期間 

 

令和５年 1 月 27 日（金）～令和 5 年 3 月 31 日（金） 

 

＊国の新型コロナウイルス感染症対策本部において５類移行の方針が確認された令和 5

年 1 月 27 日以降であれば、交付決定までに行われた事業であっても、実施要綱に沿

った事業であれば補助対象とします。 

＊上記期間内に履行完了（納品や業務の完了）しているものが補助対象になります。 

＊なお、令和 5 年 4 月 1 日～令和 5 年 5 月 7 日までに履行完了（納品や業務の完了）予

定のものについては、次年度の補助対象となります。その際の上限額については５を

参照してください。 

 

５ 補助金の額 

補助対象経費を合計した金額の 10/10 

  １医療機関あたり上限 5,000,000 円 

   （＊なお、令和 5 年 4 月 1 日～令和 5 年 5 月 7 日までを対象に次年度の補助を受ける 

場合の上限は、今回とあわせて 5,000,000 円となります。） 

  

＊個別の物品についても以下のとおり上限額があります。 

 

設備整備等事業 

① 初度設備費   １床当たり 133,000 円 

② 個人防護具（マスク、ゴーグル、ガウン、グローブ、キャップ、フェイスシール

ド） 

        １人当たり 3,600 円 

③ 簡易陰圧装置  １床当たり 4,320,000 円 

④ 簡易ベッド   １台当たり 51,400 円 

⑤ 簡易診療室及び付帯する備品 

        実費相当額 

※簡易診療室とは、テントやプレハブなど簡易な構造をもち、緊急的かつ一時的に設置

するものであって、新型コロナウイルス感染症患者等に外来診療を行う診療室をい

う。 
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⑥ HEPA フィルター付空気清浄機（陰圧対応可能なものに限る） 

１施設当たり 905,000 円 

⑦ HEPA フィルター付パーテーション 

 １台当たり 205,000 円 

⑧ 消毒経費    実費相当額 

⑨ 救急医療を担う医療機関において、新型コロナウイルス感染症を疑う患者の診療に

要する備品    １施設当たり 300,000 円 

⑩ 周産期医療又は小児医療を担う医療機関において新型コロナウイルス感染症を疑う

患者に使用する保育器 

        １台当たり 1,500,000 円 

 

６ 留意事項 

 本事業を実施する医療機関は、「新型コロナウイルス感染症を疑う患者を診療する医

療機関」として県に登録を行った医療機関になります。 

なお、未登録の医療機関については、交付申請書の提出をもって登録の申し込みが

あったこととみなしますので、ご了承願います。 

 前項において登録を行った医療機関のリストは、入退院調整本部や消防機関、その

他関係機関に共有を行います。 

 本事業を実施する医療機関は、救急隊から疑い患者の受入れ要請があった場合に

は、一時的にでも当該患者を受入れてください。 

ただし、受入れ患者の入院加療が必要と判断された場合、受入れ医療機関の空床状

況等から、必ずしも当該医療機関への入院を求めるものではなく、他院への転院搬

送を行っても構いません。 

 事業の主旨を鑑み、事業終了後には疑い患者数を県に報告していただきます。 

 個人防護具の整備にあたっては、適切に管理してください。 

 他の補助金の対象経費として補助を受けていないものが本事業の対象です。 

 対象経費の具体例については 7 ページを参照してください。 

 

 Ⅲ 交付申請手続き   

 

１ 受付期間 

令和 5 年 2 月 20 日（月）～令和 5 年 3 月 10 日（金） 

 

  ＊1 医療機関あたりにつき、１回限りの申請となります。 

 

２ 申請方法 

①郵送 及び ②データによる提出 
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＊上記①②の両方を行ってください。 

＊郵送の際は、簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

＊データは、要綱で様式を定めている資料のみ元のファイル形式のまま提出してくださ

い。 

 

３ 申請先 

  ①郵 送：〒640-8585 和歌山市小松原通 1-1 

  ②データ：e0501002@pref.wakayama.lg.jp 

 

＊いずれも「医務課 地域医療班」あて提出してください。 

 

４ 申請手続き 

（ア）交付申請 

受付期間内に交付申請を行ってください。提出書類は次のとおりです。 

① 交付申請書（別記第 1 号様式） 

② 申立書（別記第 2 号様式） 

③ 所要額調書（別記第 3 号様式） 

④ 事業計画書（別記第 4 号様式） 

⑤ 歳入歳出予算書（別記第 5 号様式） 

⑥ 役員名簿 ※法人の場合のみ 

⑦ 価格が 50 万円以上（地方公共団体以外の者の場合は 30 万円以上）の機械及び器具

その他の財産を購入またはリース等により使用する場合、見積書及びカタログ（写

し可） 

⑧ その他知事が必要と認める書類 

 

＊上記の他、追加で書類の提出を求める場合があります。 

 

（イ）交付決定及び補助金支払い 

申請書類を審査の上、県から事業者あてに交付決定通知を行います。 

また、概算払（※）をご希望の医療機関については、交付決定額に基づき、県から申請者

の指定口座に補助金をお支払いします。 

※概算払＝債権者は確定しているが、債権金額が未確定の場合に、あらかじめ概算額をその債 

権者に支出すること。 

＊提出書類の内容について、電話等で問い合わせる場合があります。 

＊支払い方法は概算払の他、実績払でも対応可能です。（いずれかをご選択ください。）  

概算払は、精算の結果、余剰が生じた場合は差額分を返納いただく必要があります。 
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実績払は、事業終了後、補助金額を確定させた後のお支払いとなります。 

 

（ウ）事業の実施 

交付申請時に提出した「事業計画書」に記載の「事業実施期間」内に事業を完了してくだ

さい。 

           

＊全ての履行の完了（納品や業務の完了）を以て事業完了となります。 

  ＊事業内容を変更等する必要が生じた場合は、事業変更承認申請書（別記第 7 号様式）

により速やかに県に申し出てください。 

   《申し出が必要な場合》 

     ・補助事業の内容の変更 

・補助事業に要する経費の配分の変更 

・補助事業の中止、または廃止 

※ただし、以下に該当する場合は申し出不要です。 

    ・事業内容の著しい変更とならない場合 

・補助対象経費の 20 パーセント以内で増額又は減額する場合 

・事業内容に変更が無く、入札減などやむを得ない事由により補助金額を減額する

場合 

  ＊交付決定後、補助金額の変更が必要となり、補助金の変更交付を申請しようとする場

合には、変更交付申請書（別記第 8 号様式）に（ア）交付申請に定める書類②～⑧を

添付し、県に提出してください。この場合、事業変更承認申請書の提出は不要です。 

  ＊変更交付決定後の補助金額の差額については、原則、事業終了後に補助金額を確定し

てからお支払いします。 

  ＊事情により、変更交付決定後直ちに県からの支払いが必要である場合は、個別に県に

ご相談ください。 

 

（エ）実績報告 

事業完了後、実績報告を行ってください。提出書類は次のとおりで、提出先は、交付申請

時の申請先と同じです（郵送及びデータ）。 

① 実績報告書（別記第 9 号様式） 

② 所要額精算書（別記第 10 号様式） 

③ 事業実績報告書（別記 11 号様式） 

④ 患者数調書（別記第 12 号様式） 

⑤ 歳入歳出決算書（別記第 13 号様式） 

⑥ 支出証拠書類 

⑦ 価格が 50 万円以上（地方公共団体以外の者の場合は 30 万円以上）の機械及び器具

その他の財産を購入またはリース等により使用した場合、納品後の写真 

⑧ その他知事が必要と認める書類 
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＊実績報告書等は、4 月 1 日～4 月 20 日までの間に提出してください。 

  ＊支出証拠書類とは、日付・支出先・申請者名・支払い内容・金額が全て明記されたもの

（領収書や振込明細書等。写し可）です。書類ごとに整理番号を付したうえで提出し

てください。 

   ＊支出根拠や納品が確認できない経費は、補助金の対象外となります。 

＊上記の他、追加で書類の提出を求める場合があります。 

 

（オ）額の確定 

提出書類を審査の上、県から事業者あてに額の確定通知を行います。 

また、実績払をご希望の医療機関については、確定額に基づき、県から申請者の指定口

座に補助金をお支払いします。 

 

＊提出書類の内容について、電話等で問い合わせる場合があります。 

＊書類の内容を確認するために、事務所や事業所の現地調査を行う場合があります。 

  ＊概算払を選択されていた場合、額の確定後に支払済額との差が生じた際は、次のいず

れかの方法で精算を行います。 

・「支払済額＞必要額」となった場合 

→必要額を確定額とし、差額を県あて返納していただきます。 

   ・「支払済額＜必要額」となった場合 

→支払済額を確定額とし、不足額は申請者の自己負担となります。 

 

《補助金事務フロー図》 

 

①概算払の場合              ②実績払の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ その他  

 本事業の収支に関する帳簿、領収書等の関係書類は、整理の上、事業終了後 5 年間（令

和 10 年３月 31 日まで）保管してください。 
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 本事業により取得した機械及び器具その他の財産について、知事の承認を受けないで交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃止してはなり

ません。 

※新型コロナウイルス感染症対策として緊急的・一時的に整備が必要であり、元々、新型

コロナウイルス感染症の終息後に廃棄することが予定されている場合は、知事の承認

を受けずに廃棄することが可能です。 

※短期間で交付の目的を達成し処分することが予定されている設備については、購入で

はなく、リースでの対応をご検討ください。 

 

６ お問い合わせ先 

和歌山県福祉保健部健康局医務課 地域医療班 

T E L：073-441-2604（平日 9:00～17:45） 

F A X：073-424-0425 

MAIL：e0501002@pref.wakayama.lg.jp 

 

 Ⅳ 参考資料   
 

１ 費目ごとの対象経費の例示 

費目名 具体例 

需用費 

（消耗品費） 
マスクやフェイスシールド等の購入 

委託料 
施設内の清掃委託、洗濯委託、消毒委託、検査委託、感

染性廃棄物処理委託、レイアウト変更のための委託経費 

使用料及び賃借料 寝具リース料 

備品購入費 HEPA フィルター付き空気清浄機の購入費 

 

＊消毒経費は「感染症法に基づく消毒・滅菌の手引きについて」（平成 30 年 12 月 27 日日健感発 1227

第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）に準じた消毒が補助対象となります。 


